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計画策定の背景と目的

公共施設等の改修・更新等は、施設の老朽化度合いはもとより、人口減
少や少子高齢化による市民ニーズの変化や本市の財政状況も踏まえて取
り組む必要があります。
平成２９年２月に策定した『松山市公共施設等総合管理計画』の計画期
間が満了したことに伴い、健全な財政運営を持続しながら安全・安心な公
共施設等が提供できるよう、計画を全面的に改定しました。
施設保有量の最適化やコスト意識を持った維持管理等を行いながら公共
施設等の老朽化対策を進めていきます。

計画期間と検証サイクル

計画期間を令和８年度から令和２７年度までの２０年間とします。
令和８年度から令和１７年度までを前期、令和１８年度から令和２７年度
までを後期と位置付けます。
計画期間中、５年ごとに取組内容を検証するとともに、適宜、計画の見
直しを実施します。
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第１章 計画策定の目的等 第２章 本市の現状と課題

公共施設の現状

本市が保有する公共施設（ハコモノ）は令和８年4月1日時点で約１,０５０
施設（約３,１１０棟）あります。
そのうち、築４０年以上が経過した建物（棟）が全体の約５０％を占めて
おり、保有している建物の半分が今後２０年以内に更新時期を迎えること
になります。
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施設保有量に対する考え方

公共施設を１％削減することによるコスト削減効果は年間約２億円で、
施設の改修・更新等の財源不足（約３２億円の不足）や、今後の人口減少を
考慮すると、施設の特性や利用状況等を確認しながら、保有量の適正化
を図らなければなりません。

『令和４７年度（２０６５年度）末までに、平成２８年度と比較して、
施設保有量全体で２０％以上削減を目指す必要があります。』
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基本理念・基本的な方針・基本的な取組

第２次松山市公共施設等総合管理計画で掲げる基本理念等を以下のとおり
整理します。

取組による成果を評価する指標

基本理念等に基づき、施設の「量」と「コスト」の見直しを進めていきますが、
計画期間満了までに達成すべき成果指標を設定します。

『更新方針を定める必要がある建物について、順次、検討を進め、
対象建物すべての更新方針の策定を完了します。』

第３章 公共施設の管理に関する基本理念等

【基本的な方針１】 施設総量を減らすことを目指します 

公共施設の更新等に要する財政負担を抑制するだけでなく、その後の改修・維持管理に

係る財政負担を軽減するためにも、施設総量の削減を図る必要があります。 

社会的ニーズに基づく新規施設整備や既存施設の課題解決のための面積増などが必要

となる場合もありますが、既存施設のダウンサイジング・集約化・廃止などを進めることで、

施設の「量」の見直しを行っていきます。 

 

【基本的な方針２】 コスト意識を持った施設管理を行います 

今後も必要な公共施設は適切な管理を行いながら長く使用することで、中長期での財政

負担の軽減と維持・管理費用の平準化を図る必要があります。 

また、施設整備・改修・維持管理の各種マネジメントに当たって官民連携手法を導入する

ことで民間ノウハウによるコスト削減を図るほか、施設の有効活用や使用料の適正化など

を通じて、施設に係る「コスト」の見直しを行っていきます。 
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第４章 公共施設の用途別方針

成果検証

健全な財政運営を持続しながら老朽化対策を円滑に実施するためには、
全庁横断的な視点で施設の在り方等を含めて更新方針を検 することが
重要です。

用途別の方向性

公共施設の用途・規模・ニーズは様々であり、全ての施設を統一的な考
え方で管理していくことはできません。施設用途別の取組の方向性を基
に各施設の改修・更新等の具体的な事業を検 します。

第５章 インフラ施設の管理に関する考え方

取組の方向性

用途別の保留量に関する考え方

施設用途別に強弱を付けて削減しながら、最終的には施設全体で２０％
以上削減することを目指します。

第６章 計画の取組体制

[１] 更新時期到達前に更新方針の検討を開始 

 更新時期の目安となる「築６０年」が到来する前に、管財課から施設所管課に該当建物

の更新方針の策定に関する事前調査を開始し、必要に応じて関連する施設の所管課を交

えながら、施設の在り方等を踏まえて、更新方針を検 していきます。 

 

[２] 更新方針の策定 

 更新方針とは、建替えや廃止はもちろん、大規模改修による施設の延命化や、最小限度

の維持補修に留めるなど、該当建物の「量」・「コスト」に関する考え方を整理することです。 

 

[３] 更新方針を『松山市個別施設計画』に反映 

 更新方針が定まったものについては、総合管理計画の下位にあり、個別具体的な行動

計画を整理している『松山市個別施設計画』に反映していきます。 

 

[４] 更新方針に基づき老朽化対策等の実施 

 更新方針に基づく具体的な事業の実施に当たっては、従来どおり、その予算化の時期や

内容等を管財課で事前査定し、適否を判断します。 

 

[５] 方針策定状況・対策実施状況を検証 

 方針策定や老朽化対策の実施状況の進捗状況を定期的に検証し、社会情勢や財政事情

等を踏まえて、必要に応じて計画を見直しすることで、実行力を高めていきます。 

 

－ ３ －


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3

